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プロイセン初期工場法の成立 と

ブルジョアジーの民衆教育観の変容

対 馬 達 雄*

Ⅰ 序

児童労働 (営業的児童労働)とその保護をめぐる問題

紘,周知のように大衆就学の基礎的条件を構成し,近代

以後の公教育が現実の過程として実体化していく上での

不可欠の側面である.従ってその歴史的研究は近代教育

史の基礎研究として重要な意味をもつ.本稿はこの児童

労働問題をプロイセン-ドイツについて捉え,特にブル

ジョアジー (産業的中産階級の上層を主体とするいわゆ

る ｢市民｣として公生活の実質を握る社会層)との関連

に照明を当てようとするものである.その主要な目的は

以下の点にある.

児童労働の顕現と保護立法化すなわちプロイセン初期

工場法の成立過程へのブルジョアジ-の関与を検討する

ことにより,この社会層の民衆教育1)に関する思惟の様

態特にその変容を明らかにすること.ここで言う変容と

は三月前期 (1820-48年)から三月後期にかけての民衆

教育政策に対する反発から是認の立場への移行を意味し

ている.また初期工場法とは ｢工場内の年少労働者の就

業に関する1839年3月9日の条令｣ (-1839年条令)と

｢1839年条令の一部修正に関する1853年5月 16日の法

律｣ (-1853年法)であって,本稿は両立法間に変容を

兄いだそうとしている.こうした目的の設定は.私が

Diesterweg研究に係わって展望する名望家政治段階に

おける初等教育政策の形成 ･展開過程の研究の一環をな

す.三月革命以後貴族 ･地主層と共に ｢財産と教養｣あ

る階層-名望家層として統冶に加わったプルジュアジー

(特に Rhein-Westfalenにおける)の立場の検討は,

三月前期の様態を含め不可欠となるからである.プロイ

セン官僚絶対主義の下で貫徹される民衆教育政策- と

りわけ就学義務の現実化とその質に係わる- の具体相

紘,この検討を前提にして初めて解明しうる.その場合

ブルジョアジーの思惟の短絡的な一元化は避けねはなら
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ない.確かに三月前期から後期にかけての民衆教育のあ

り方をめぐるこの階層の立論にはいわゆる社会問題-

窮乏化 (Pauperismus)の問題- が共通に投影されて

いる.だがその立論は多元的である.従来ブルジョアジ

ー一般という把握傾向の下で,こうした立場構築の問題

は十分自覚されてはこなかった.むしろこの点に関する

検討自体が近代ブルジョアジーの思惟-労働力確保 ･保

全と暴動防止を図る ｢政治的教化｣ (インドクトリネ-

シa1/)の論理というこれまでの一般的な一元論的説明

の質的 ･内容的吟味にも連なると言える.資本制的生産

の落し子たる児童労働問題は,この時社会問題と教育問

題との新たな結節的局面として有効な考察対象た りう

る.従って保護立法化へのブルジョアジーの係わり如何

という当面の問題視角は,この社会層内部の多様性の描

捉を含むプtlイセソ政府の政策意図とこの社会層の立場

との相克から同調への過程の究明に外ならない.すなわ

ち以下の論述では,産業的立脚基盤と民衆評価を主因と

した内部的対立を包摂しつつ,この社会層の主力が三月

革命期を分岐点に大衆就学の否定から保守的体制内縛の

倫理を前提とした就学促進の肯定 (実質化)に至ったこ

と,児童労働規制をめぐってこうした経緯が政策主体の

内部問題に関連づけられて動態的に明らかにされる2).

ところで上の文脈からも知られるように,児童労働問

題のこのような検討は工業化過程における民衆教育のい

わば現実態の究明に通じている.しかし管見によると,プ

ロイセン- ドイツ教育史研究ではこの間題自体ほとんど

自覚的に考察されてはこなかったように思われる3). 確

かにプロイセン公教育成立過程に占める児童労働問題の

比重と性格を例えはイギリスの場合との対比において考

えると,そこには基本的な差異がある.言うまでもなく

イギリスについては児童労働の規制措置 (特に1833年と

1844年の工場法)とブルジョア主導の下での民衆教育へ

の公的介入 ･支配たる公教育制度の形成が不可分に結合

し,この問題に注目する必然性がある.一方プロイセン
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においては,工場法自体を軍事的主因に基づく官僚絶対

主義の所産とみなす一般的理解のために,それと18世紀

絶対主義の段階で構築された公教育制度の変容過程との

関連の意味が軽視されがちとなる.こうしたプロイセン

的特殊事情も児童労働とその保護に対する関心を喚起さ

せてこなかった一因であろう.しかし繰返して言うが,

この問題をいわゆるプロイセン型公教育の実体化過程に

おける検討領域としてだけでなく,近代資本制社会の教
●●●●●●●●●●■●●●●
育の内実規定に係わる固有の要件として捉えると,それ

自体が研究史上の重要な空自部分に外ならない.西 ドイ

ツにおいて近年社会史研究の隆盛と相まって社会的経済

的構造変動との関連という視角からこの問題に論及する

教育史研究の動向4)にも,かかる認識の浸透が窺われ

る.もとよりその実証的考察は今日入手しうる史料的文

献の不足のために著しく制約されている.例えば工場児

童の実態調査に関する官庁史料自体19世紀前半について

は不十分であり,かつ正確とは言いがたい.数的にも圧

倒的な工場以外の営業に従事する児童労働- 本来的な

徒弟関係にある雇傭や家内労働の分野- の調査に至っ

ては1890年代末に行なわれている.本稿もこうした史料

的制約を免れえないが5), 研究史上の問題状況の一端を

解明するに一定の意義をもちうるはずである.

なお以下の論述は,前述のようにブルジョアジー関与

の視角に基づく1839年条令の成立から1853年法における

それの修正に至る時点までの考察に限定され る. また

1817年の端緒形成から両立法問の錯綜した経緯の記述は

紙幅の関係から必要最小限に止め,その委細は G.K.

Antonの古典的労作 パGeschichtederpreuβischen

GesetzgebungBumSchutzederjugendlichenFabrik･

arbeiter,Leipzig1891."6)その他7)に委ねることにした

い.以上の課題と限定とに基づき,三月前期の児童労働

をめく･る保護立法化の動向から言及していく.

Ⅱ 児童労働問題の顕現と1839年条令の成立

(1)工場児童への政府の関心と規制の動向
児童労働問題に対する文部省の関与はRhein-Wesト

falenを中心とした実態調査によって本格化している.

Aachen,Trier,K61n,Koblenz,DBsseldorf,Arns-

berg,Mtinster,Minden,Breslau,Liegnit2:各県当局

に対する工場児童の状態の調査命令 (1824年6月26日の

文相通牒)8)がそれである.周知のようにこの西部二州

は三月前期の工業化の最も先進的地帯を擁し,封建的退

潮の濃厚な旧諸州農業社会と対立的にブルジョア社会の

相貌を備えている. ドイツ経済史研究が明らかにすると

ころでは,工業化は Rhein州の場合最大の産業部門た

算3号 1978年9月

る繊維工業 (特に綿工業)を主軸に進行していた.その

際,経営形態が未だマニュファクチュア･工場 (初期工

堤)であって作業工程に占める不熟練労働 ･補助労働の

比率が高かったこと,都市 ･農村部の直接小生産者層の

没落に伴う相対的過剰人口の創出と窮迫の現象(窮乏化)

に加えイギリス商品による側圧があったこと,こうした

要因の相乗化によって特に繊維工業部門において児童労

働問題が顕在化していた9).

｢文相通牒｣に対する各県の報告10件の委細はAnton

によって記されている.ここで調査内容が各郡市に及び

他の工場地帯にも妥当すると思われる Westfalen州

Arnsberg県の報告 (1825年4月28日付)について摘記

する10).

･入職平均年齢･-･-6- 7歳.

･労働時間---午前5,6時-12時,午後 1時-8時.

平均13-14時間.二交替制による夜間労働 (いわゆる夜

組)あり.

･就労職種--全業種の作業工程における成人男子労

働者 (基幹 ･熟練労働者)の下での予備的補助的作業と

婦人との単純な連携作業.紡績工程の場合,糸継ぎ･糸

巻掛外し等.

･心身の状態--肺病 ･胸部疾患 ･腺病 ･身体虚弱等

の諸症状と道徳的頚廃の蔓延.

･学校教育---地域により工場学校 (Fabrikschule)

の配慮.心身障害のためその効果なし

各県から報告された工場児童の窮状は,文部省によっ

て医療 ･衛生行政的側面を含めとりわけ義務教育確保の

見地から意識されざるをえない.周知の一般国法 (1794

午)の満5歳からの就学規定 (第2部第12章43-46粂)

は,1825年から新附 Rhein州にも就学猶予 ･免除規定

(同44条)を除いて適用されている11).その場合,就学

強制の政策意図は身分と職業の限界を越えてはならない

とする正統的ルター主義秩序観を前提にしている.就学

の終了条件が未だ堅信礼の受礼資格の確認- 教育目標

の達成- にあったこと (特に1763年の一般地方学事通

則第1,3,26条)などはその意図の表出である.しかし

窮乏化現象に巻き込まれ大量に創出される段落中生産者

層 ･工場労働者等の貧困層は,従来の身分制的枠組をは

みでている.それは単に経済的貧困のみならず意識にお

ける伝統的態度の喪失- 守旧的秩序意識の瓦解- に

外ならない12'.数的に ｢-ルバーフェルトだけでも2500

名の学齢児童中1200名が教育を奪われ工場で成長してい

る｣という周知の 『グッノミ-メ-ル便り』(1839年3月)

に報告された工場児童の生活現実は,その凝集形態であ

った.工場児童への最初の国家的関与- ｢1817年9月5
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目の V.Hardenberg首相の回章13)｣に対する Berlin

市当局の学力調査報告- 特に宗教的知識の有無- に

おいて715名の工場児童 (9-14歳)中39名だけ若干の

知識を有していたという事態14)に,すでにその危倶が現

われていた.それ故,彼らに対する最低限度の教育機会

の確保は守旧的秩序意識の民衆レベルでの再建 ･強化策

から生ずる必然的要請なのである15).

このような政策意図は一般兵役義務制の採用(1814年)

以来軍事行政上の要請と結合していた_｢回章｣の直接
的契機が工場労働者の兵役能力の欠陥問題にあったこと

を初めとして,1828年の Ⅴ.Horn陸軍中将の軍事的危

棟の警告とそれに照応した Wilhelm IIIの是正措置を

求める同年5月12日の勅令等16)はその例証たりうる.

軍事行政的要請に支援された児童労働規制の方向は,

しかしながら経済的後進性の現実をふまえた国家主導

(-官僚主導)の工業育成 ･振興政策の推進を図る内務

省 (商工局)の立場と対立するジレンマを内包させてい

た.20年代から30年代にかけての Ⅴ･Altenstein文相に

ょる児童保護の呼びかけは,産業競争力の低下の防止と

市場の好況の維持を求めるⅤ･Schuckmann内相によっ

て絶えず反対されていた17).っまり政策主体内部に対立

があった.この対立関係は40年代前半まで一貫して存在

し,保護立法の形骸化を助長した一国であることをここ

で指摘しておく.だが工場地帯の児童労働の深刻化が明

らかとなる (例えば1834年 2月1日の文相宛枢密顧問官

Kellerの旅行報告18)) 中で,立法化が不可避とみなさ

れてくる.

ところでこうした児童労働規制の方向に対していかな

る係わり･対応がブルジョアジーの間に惹起されている

であろうか. Rhein州会におけるこの層の行動を軸に

検討していく.

く2)保護立法化へのブルジョアジーの対応
i)児童労働問題を内包する窮乏化の様相は30年代以

降急速に社会問題化していた.因みにドイツにおけるこ
●●●●●●●●

の問題に関する非社会主義的性格の著作の刊行が20年代

の30冊に対して30年代54冊40年代(47年まで)132冊と急

増の一途を辿っていること19'にも,全般的な自覚化傾向

が反映されている.1839年条令制定促進の一翼を担った

Barmenの織布業工場主 (ファブリカント)Wuppertal

選出の Rhein州全議員J.Schuchard(1782-1855)の

活動もこうした自覚の高揚を背景にもつ.すなわち1837

年の幼年女工の投身自殺未遂事件を契機とする "Rhei-

nisch-WestfalischerAn21eiger"舵 (3月29日付)にお

ける児童保護の提案 ･第5回州会-の動議の提出は,ブ

ルジョアジ-側からの自主的行動であった.同州会の審

議録文書 (Akte)によると,彼の動議は次の五項目-

①満9歳未満の児童の雇傭禁止⑨工場での就業に先立つ

3年間の就学証明⑨ 1日最大実労働時間10時間④戸外で

の運動 1時間を含む昼 2時間の休憩⑤9-14歳の児童に

対する工場学校設立による週 7時間授業,を内容として

いる乞0).この動議は州会の ｢宗務･学務委員会｣鑑定報

告に基づいて1837年7月6日の第29回会議で審議されて

いる.以下その要点を摘出していく.

その場含まず問題となるのほ Schuchardの立場であ

る.近年の企業家史研究によると,彼は手工業的基礎に

立つ独立生産者層の利益弁護の立場から ｢工業主義｣

(Industrialismus)を批判する教養あるブルジョアジー

の保守的一点であった.彼は工業の過度の振興に よる

｢極端な物質主義｣の助長に反対し,企業家ないし工場

主が宗教的人道的精神に基づいて公益的理念の実現に努

めるべきことを主張する21).こうしたカルヴィニズム的

｢古き市民精神｣擁護の見地から, Schuchardは会議

の席上改めて児童酷使による人格的価値の喪失を非難し

その保護を求めていた22).だが彼の動議は大多数の工場

主議員から反対されている.彼らの反証は,例えば綿工

業の中心地 Gladbach選出の大紡績工場主Boelling議

員やBauer.議員によると,児童労働の制限が親の収入源

を奪いイギリスとの競争下にある工場経営に負担を及ぼ

すということにあった28). ｢労働者の境遇を改善しよう

とする労働者のための発言｣はめったになく24),Schu-

chardはほぼ孤立していた.後述のごとく,ライン･ブ

ルジョアジーを中心とする自由主義者の大勢は下層民

(大衆)に対する差別意識と分限維持的な思考を基調と

し,その教育 ･労働諸条件の改革に無関心であった.こ

うした態度は,工場主の場合, ｢技術｣による労働緩和

-機械体系の集約よりも人間労働力の集約による作業と

いう未だ優勢な伝統的観念25)によっても維持された.

一方,土地貴族の各種代表議員にこの動議に対する積

極的対応は認められず,むしろ無関心的立場が窺われ

る.ただ郡長 Ⅴ･Hymmen 議員によって ｢農業地帯と

都市部の児童を比べると都市部の児童の体位が劣り--･･

都市出兵員の不足が農業地帯から補充される26)｣ことが

予想されているにすぎない.

Schuchardの動議は,それにも拘 らず60票対9票

(この票は Boelling等の11時間制を希望したもの)の

圧倒的多数で採択され,動議内容に基づく保護立法化が

国王に請願されている (1837年 7月20日)27). その原因

は何であったか.第一に,それは地主･土地貴族層が多

数を制する州会の人的構成-身分代表議会の性格にあっ

た.すなわち先の軍事行政的要請の延長線上にある Ⅴ.
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Hymmenの発言がこの社会層の賛意を促した.その発

言は労働力の農村離脱が顕在化している中にあって,負

葉労働力の確保というこの層の関心を揺がす作用をもっ

ていたのである28).第二は,大まかな推論が許されるな

ら,その票決内容からみて Schuchardの強い人道的訴

えに,立法化に反対の工場主議員でさえ抵抗しきれなか

ったためであろう.

かくしてプロイセン上層官僚による工場法の提唱-

その一環として例えは Rhein州知事Y.Bodelschwingh

による1835年以来の州会への働きかけ29)- と対応した

｢請願｣挺出を直接的実検として,全10条からなる1839

年条令がプロイセン全土に効力をもって公布 されてい

る80).その要点を摘記すると,(1)満9歳未満児童の工場

･鉱山･熔鉱場 ･砕鉱場における雇傭の禁止 ･(2)9歳以

上16歳未満の児童 ･年少者 (-保護職工)の10時間労働

(朝5時から夜9時までの間)への制限と夜間･日曜祭

日労働の禁止,午前午後各15分 ･昼 1時間の休憩.(3)3

年間の正規の学校教育を受けない者または母国語の読み

書き能力に関する学校長の証明書をもたない者に対する

満16歳までの雇傭の禁止 (県当局の判断に合格した工場

学校設置の場合例外とすること). (4)牧師が指定する教

理学習 ･堅信礼準備教育の時間内の就労禁止さ

ところでこうした保護規定がほとんど実効性をもちえ

なかったことは,土地貴族の利害優先という｢請願｣の

提出経緯からも窺い知ることができる.それはブルジ三

アジーの大衆就学に対する意欲の欠落でもある.この点

に詳しく立入ることにする.

ii) 1839年条令の実効性が成立当初から乏しかったこ

とは,特別監督制度の欠落にすでに現われている.政府

部内での条令作成過程で Altensteinが主張した地方的

な特別監督委員会の構想は V.Rochow 内相の反対-

警察当局が監督義務を保持しているという- によって

押し切られていた等1).1833年のイギリス工場法ですでに

克服された名誉職的工場監督制度すら存在せず,地区警

察と学校当局のみを動員する監督体制 (同条令第7- 8

条)では,監督自体が本来の業務に加うる付随的職務と

ならざるをえない.また工場主からの自主性の保障は,

地区警察の長たる市長が工場主の意向を無祝しえないた

めに存在しなかった.こうした監督体制上の欠陥か ら

ち,条令の実質的な空文化が惹起されている.

第7回 Rhein州会 (1843年)においてScbuchardは

その実施状況の不徹底について報告すると共に工場監督

制の導入を求める動議を提出している.この場合留意す

べきことは,条令制定後 (1840年)州会内に形成された

｢ライン自由派｣の存在である.Rhein商工業の一群の

第3号 1978年9月

ブルジョアジーから構成されるこの政治的党派は,プロ

イセン王国全体の自由主義的変革要求を掲げる州内外の

反政府陣営の中核であった82).経済 ･労働過程に対する

国家的介入の要請たる Sch11Chardの動議は,この党派

の反発を促さずにはおかなかった.この党派の指導的一

員で Krefeld選出の H.Beckerath議員等ほ,その動

議を,1810年法 ･1811年法を通じて確立した ｢営業の自

由｣原則への不当な干渉, ｢親権｣行使の侵害という理

由で拒絶している33).こうした対応には教育- 従来の

共同体的な学校- に対する国家権能への反発の意図も

含まれていた.一般国法規定の Rhein州への適用に基

づく貧民子弟の授業料の自治体負担の論議に係わって,

この党派が就学義務廃棄の動議を提出していた事実34)が

示すように,少なくともその自発的利害から工場児童へ

の義務教育確保規定- 親義務の実質的崩壊に対する国

家の後見的干渉- に賛成するには至らなかった.この

時,児童労働については親 ･教区 (救貧費)の負担軽減

という常套的説明に結びつけて,幼時から勤勉に親しま

せ貧民子弟の怠惰な性格を矯正するとい う ｢教育｣観

念85)が用意されている.いわゆる市民的労働観と倫理的

生活原理がかかる観念形成の一要因ではあるにしても,

工場児童に対する教育棟会の提供は,ここでは慈恵的行

為以上のものとは意識されていないのである.Aachen

商工会議所会長でありこの党派の指導的論客であ った

D.Hansemann(1790-1864)の見解36)は,この点をよ

り鮮明に表わしている.すなわち,第一に窮乏化は本質

的に怠惰 ･浪費癖等々の純個人的責任に起因し,下層民

には何ら権利の要求資格がないこと.第二に社会政策的

介入は ｢慈善の粁｣を解き彼らに新たな欲求を覚醒させ

ること.第三に,一般的就学義務は彼らの子弟に ｢中産

身分｣の子弟と同等の権利 ･平等感情を抱かせ,民主主

義的要素の助長に転化する恐れがあること.こうした見

解に,階級的優越と下層民の変革エネルギーに対する危

楼意識を底流とした,体制外的存在 (被護民)に彼らを

止めおこうとする民衆観が明示 されてい る.従 って

Schuchardの先の動議は,その根拠が二,三の例外的

な事態にだけあるとして採択されずに終っている87).

ところで工場児童に対する教育棟会の提供が慈恵と意

識されるとき,条令が雇傭者の義務として指定する学校

教育 (1日5時間)自体がマニュ･工場経営を損なわな

い範囲に限定されることになる.工場児童に対する典型

的な教育施設として総称される工場学校は,周知のよう

に正規の公立初等学校 (6ffentlicheVolksschule)の

極端に不十分な代用施設である.それは営業活動に規定

される授業時刻によって夜学校 (Abendschule),早朝
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学校 (Morgenschule)等の存在形態をとる.この工場

学校は30年代から40年代にかけて寮生しているが,その

形態は例えば更紗捺染工場主 Zie131er&Schmidtの工
場学校規則 (1839年6月13日付)では次のようになって

いる.

･授業時間-･･･.復活祭～ミカエル祭- 午後6時～ 8

時30分,ミカェル祭～復活祭- 同5時～ 7時30分.土

曜日休校.遇合計12時間30分.

･教科目--宗教(聖書の読み方 ･聖書史 ･賛美歌)･

読み方 ･暗算 ･筆算.(全配当時間数の%- 宗教)

･授業料--賃金より遇 IGroschen天引.施設維持

費として親から遇6Pfennig徴収88).

こうした工場学校における知識の伝達 (従順さの滴糞

を主とする)自体,条令無視の酷使状態の一般化と相ま

ってほとんど効果を挙げえず,むしろ授業に対する工場

児童の忌避傾向を醸成していたことは,その視察諸報告

を引用するまでもなく明らかである.同時代の教員新聞

において工場学校を ｢現代学校制度の暗黒面｣とみなす

論調89)紘,その劣悪な実態に関する正鵠をえた表現であ

ろう.

条令成立をめく･って顧現した民衆教育問題へのかかる

消嬢的 ･否定的対応は,三月前期の自由主義的ブルジョ

アジーの支配的懐向ではあった.少なくともこの層の支

配的なメンタリティとして,無知な下層民をも同一市民

に位置づけることは縁遠く,既成支配層との関係におけ

る閉鏡的な利害追求のみがあった.しかし,そうした中

にあって Schuchardとも異なる立場から三月以後の児

童労働保護政策問題に深く関与した F.Harkort(1793

-1880)に代表される自由主義者は,固有の存在意義を

もっている.彼の教育思想の包括的な検討は稿を改め,

ここでは主題との係わりで言及するに止める.

Harkortはその出自と30年代までの先駆的な企業家活

動 (機械製造 ･鉄道建設 ･造船)からみてもWestfalen

の新興ブルジョアジーの典型的一員であった.だが新人

文主義の思想的洗礼を受け教員運動の指導にも関与した

社会運動家として,その民衆観･民衆教育観は他との大

きなずれをもっている.彼にとって児童労働と工場学校

の現実は, ｢成人労働者の賃金低下のための--児童の

心身の奇形化｣と実質的な教育機会の ｢剥奪｣- 貧困

の再生産- の進行に外ならなかった40).こうした指弾

の背後には,資本主義化の時代の固有現象 (-社会構造

問題 Gesellschaftsfrage)と把握された窮乏化の進行に

対する危機的認識を基調にした,下層民も含めた個々人

の自立性の育成とそれに基づく社会の発展 ･調和という

価値理念の追求があった41). (もとよりこの追求には合

法性-既成性を前提にするという矛盾的な基本的制約が

含まれていた.) この時,従来の守旧的な宗教的臣民教

育体制の打破と下層民の無知状態の克服 (合理的な労働

知識 ･勤労-所有の認識形成)及び労働 ･生活諸条件の

改善は,不可欠の前提とみなされる.この見地から,徳

は学齢児童の就業禁止と産業に対する国家的調整 ･関与

の必要性を唱導していた42).従ってプロイセン下院議会

での1839年条令の修正過程における活動は,彼の立論の

当然の帰結なのである.

以上,三月前期の児童労働とその保護に関する考察か

ら,ブルジョアジーの民衆教育問題への係わりはその支

配的傾向として否定的- 無知の放任- であったと結

論づけることができる.だがこうした役割行動は三月以

後一定の変更をみる.なかんずく保護立法の実効化をめ

く･る政策決定過程への関与形態に,民衆教育のあり方に

関する立場の移行 - Harkort的立場と異なった-

が浮きでてくる.この移行の様態について.まずその主

たる誘因を検討することを通じて明らかにしていく.

Ⅲ 児童労働規制の新局面- 1853年法の成立

(1) ｢三月運動｣と技術進歩
i)1848-49年の絶対主義的領邦体制の打倒一封建制

変革の運動は,三月革命史研究が明示するごとく,その

一側面としてブルジョアジーと下層民-労働者層との社

会的政治的対抗関係を顕現させている.因みにE.Todt

の調査によると,三月前期のドイツのストライキ件数は

27件を数えるが,その日的はほとんどが賃金に関する要

求- 1件だけ労働時間短縮の要求- であって43),蜂

起件数28についてみても,少なくとも40年代初期までは

飢餓状態にまつわる棟械打ちこわしを伴う暴動がほとん

どであった44).だが1848年だけで争議件数は60件に増大

し,労働時間短縮にまつわる争議だけでも13件に達して

いる45).っまり,自らを ｢労働者｣ないし ｢勤労的階

層｣と規定する階級的意識が大衆 (下層民)の間に顕在

化しはじめていた46)のである.

周知の ｢全 ドイツ労働者友愛会｣の結成 (48年10月)

とその母体となった ｢ベルリン労働者会議｣の ｢諸決

議｣は,ツソフト的規制を克服する方向での組織化に基

づく物質的精神的な向上を追求している.その場合注目

すべきことは,この ｢諸決議｣中第4部 ｢民衆教育｣47)

において満14歳までの完全就学 (いわゆる年齢主義に基

づく)とそのための児童労働の禁止が独自に要求されて

いることである.40年代中頃から従来のブルジョア主導

とは別個に簾生した労働者主導の｢教育協会｣(Bildungs-

verein, 全 17協会)を拠点にして,すでに労働者層の

- 5-

Akita University



180 ｢教育学研究｣弟45巻

中でブルジョアジーと教養面での同格化が模索されてい

た48).上記の要求には,この模索の帰結として自己の子
●●●●●■●●●

弟に対する平等な受教育の権利の自覚が投影 されてい

る.換言すれば, ｢三月運動｣における児童労働問題の

提起はそれ自体貧困･無権利状態への埋没ではなく,固

有の教育要求- ｢服従倫理の強調｣と ｢市民的教養 ･

陶冶｣の二元性の打破- の基礎的な条件確保として積

極的に展望されていたことの表出なのである.

三月前期に窮乏化の論議が湧出していたことは先に指

摘したが,それらは概ねデスク･プランの域を出なかっ

た.だが労働者のかかる ｢政治化｣の過程で,それらは

焦眉の問題の性格をもち,社会政策的な思考が自由主義

的ブルジョアジーの間にも漸く浸透している.先柾も挙

げた J.Kuczynskiの整理によるこの問題に係わる著作

･小冊子の刊行が48-50年だけで193冊に及ぶこと49)や,

プロイセン国民議会の民衆教育委員会 (49年以後の下院

文教委員会の前身)の設置が ｢社会問題が今や世界を激

動させている--｣という言葉で始まる Harkortの動

議を契枚としていること50)は,その例証となる.

反革命の成功=守旧勢力の復活,この勢力とブルジョ

アジーとの妥協的癒着関係 (名望家支配体制)の下で,

階級対立に伴う新たな社会関係-の政策的対応は今や不

可避であった.Brandenburg=Manteuffel内閣に商工

省大臣(1848年内務省より独立)として入閣したElbeト

feldの銀行家出身 A.Ⅴ.d.Heydt(1801-74)は,1853

年法の立役者である.彼は立法化への第一歩 ｢1851年5

月22日の各県庁宛商工大臣回章｣で1839年条令修正の提

案を求めるにあたって,従来の下部行政機関の児童労働

問題への対処の甘さを戒め, ｢市民社会の中で解体的に

作用しつつある諸要因を阻止するに適切な方法を見出し

適用することが以前より問題となっている現在-州政府

は工場における労働者の状態を無視できない.｣51)と説い

ている.この言辞には ｢三月運動｣に現われた反体制的

方向の予防という政策意図が明示されている.それは保

護立法化の過程を貫流する一つの重要な与件とみなしう

る.

ii)Heydtを中心とする修正立法化の動きは,もと

より上記の意図の存在だけでは説明しえない.30年代か

ら40年代にかけての文部省による立法化とその実効化の

企図は,工業育成 ･振興政策と対立関係にあった.三月

以後プロイセン絶対主義と政治面で癒着したライン･ブ

ルジョアジーの一典型 と言われ る Heydtにしても

Elberfeldという代表的繊維工業地帯の経済的利害を離

れては活動しえないはずである.それにも拘らず彼が立

法化の推進という立場をとるのは,そのことによる産業

弟 3号 1978年9月

政策上の損失がもはや重要視されなかったからである.

児童労働に関する営業政策の転換は,技術史的視点に

基づく児童労働研究の成果52)を援用して考えると,三月

革命期を起点とする急速な技術変革過程に照応 してい

る.本稿が児童労働場面として措定している繊維工業部

門における技術変革と児童労働の後退との関連を,ダニ

レフスキイの基準- 水力･手動に換る機械的原動機

(蒸気機関)の応用をもって, ｢第二の産業革命｣の誘

致とする- に従って捉えていこう53).先にも触れたよ

うに,40年代前半までの作業工程は手工的道具の作業枚

への代置という初歩的な技術変革段階にあった.その代

置過程自体緩慢であった.紡績業 ･織布業では,それぞ

れ多数の下働き･補助者 (工場児童)を要する手動 ･水

力ミュール紡機,ジャカード織機が主体であ った.だ

が,イギリスにおける紡績機械輸出禁止策の徹廃 (1843

午)と相まって,50年代初頭までの間に最初の大規模な

技術的飛躍- 蒸気機関を動力とする磯械体系の本格的

な導入がみられた.自動ミュール紡機,力織俵の導入等

がそれである.その場合,フランスにおける2年毎の定

期的な工業博覧会や1851年の第 1回ロンドン万国博覧会

等は,プロイセンの工業生産能力の遅れを明示すること

によって少なくとも従来の生産に関する思考に衝撃を与

え,いわば生産技術的思考を促進させた一要因であっ

た54)と考えられる.このような機械化に伴う工場児童の

減少傍向は<表1>から明らかである.この表 に よっ
て,1846-52年の工場児童が全労働者の中でも著しく減

<表1>プロイセン絃維工業部門工場労働者数55)

14歳以下恒労働者

23,3331199,723

14歳両 全労働者

120,554i180,206r

14歳以下全労働者

13,4691148,327

<表2>プロセインにおける14歳以下全工場児童数56)

少していること (42%強の減少率)がわかる.この傾向

は<表2>の同期間における全工場児童のそれ (30%)
に比べ頗著である.このことは特に,繊維工業部門にお

いて機械体系の改良と集積が著しいことに起因 してい
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る.

このように技術化の進行は児童労働の場の提供を少な

くしている.もとより成人労働者と工場児童との間に協

業が必要とされてはいた.だが児童が行なう仕事は次第

に機械の作業工程に含まれた.しかも絶えざる技術変革

に基づく生産工程への心身共に未熟な工場児童 の投入

は,一層不適当となりつつあった.例えは 力織機の場

合には長期間の学習が前提となり,10歳前後の児童の配

置 ･使用は不能であったと言われる57).後述の下院議会

｢商工 ･文教合同委員会｣による,14歳までの全工場児

童の%だけが12歳以下であるという統計的報告 (1849年

段階)58)は, こうした事態を傍証している.またこの委

員会を事実上指導した Harkortは,彼自身の16頁にわ

たる調査資料 (Anlage)の中で Wuppertal近郊 Stadt

Burgにおける14歳以下の工場児童の減少 (1843年 :

372人- 1852年 ･'77人)を報告し,その一般的原因を

｢---改良された横桟と製造-のより高度の要求がより
幅広い知性を必要としている｣ことに求めている59).こ

の説明には技術進歩に伴う児童労働の役割転換が明示さ

れている.すなわち本格的な労働手段変革過程において
●●●●●●●●●●●●●●■●●●●●●●●
児童労働問題を媒介として民衆教育のすぐれて量的 (就

学義務の徹底化)質的 (内容的)な拡充問題が有機的閑
●●●●●●■●●●●●●●●■●
連性をもって客観的に提出されてくることになるのであ

る.

Heydtによる1839年条令修正への積極的対応は,か

かる生産技術変革構造- それに適合しうる労働力創出

- の認識を前提条件としていた.機械制工業という限

定において,政策主体内の児童労働をめぐる教育政策と

経済-営業政策の車灘は解消し,両者に架橋が生じたの

である.三月以後,貴族 ･ユンカー優位とはいえ,統治

に加わったブルジョアジーにとっても,児童保護の実効

化政策は本質的にもはや敵対的なものとしては現われえ

ないであろう.以下,三級選挙制下の下院60)における立

法化過程の動態分析を通じてそのことを明らかにする.

(2) 1853年法案の審議とその論理

i)1851年の ｢回章｣に対する各県当局の諸報告はい

ずれも1839年条令の拡充改善を要請し,修正立法の制定

を不可欠とみなしている.この修正法案は Heydtによ

って起草されている (1853年2月2日).全 12条からな

る法案について,年齢制限 ･就学義務と労働時間･監督

機構の三点から説明した趣意書61)(Motive)に従って,

その要点を摘記しよう.

第-に,従来の溝 9歳からの就労は心身に破壊的影響

を及ぼしているため就業禁止年齢を満12歳に引上げ,55

年5月1日までに段階的に実施すること.第二に,条令

181

が指定する学齢児童の就労時間 (午前5時～午後 9時

の間)と10時間労働 ･1時間30分の休憩 ･5時間の学校

教育 (計16時間30分)では矛盾があり,結果的に授業軽

視の一因となっている.従って,過労防止と授業効果向

上のために満14歳 (就学義務終了)まで7時間労働に制

限し, 1日3時間の学校教育- 工場学校についても工

場主の全額費用負担とし正規の公立初等学校の教育内容

を標準とする- を与えること.以後満16歳までほ従前

通り.その就労は午前5時30分から午後8時30分までの

間とし, 1時間45分の休憩を設けること.第三に,現行

の監督体制の不備是正のため,イギリス工場法 (1833年

法)の工場監督官制度に倣う特別の ｢国家当局の機関｣

を当面 ｢必要性の明白な｣工場地帯に設置すること (荏

意的工場監督制度).それは州当局の下に設置され,従

来の機関の活動と有境的に統一的原則に基づいて運営さ

るべきものとすること.

こうした骨子からなる修正法案は同年2月3日の下院
●●●●●●

第17回本会議に ｢人道的な立法｣(humanesGesetz)

として上程され,教育政策と営業政策共通の問題とすべ

きとする Ⅴ･Patow 議員 (Frankfurt選出)の動議に

基づいて, ｢商工 ･文教合同委員会｣への審議の付託が

採択されている62).以下,委員会での論議 とその ｢報

告｣をめく･る5月9日･10日の第68･69回本会議での継

続審議について考察を加えていく.

ii) 委員会は Harkort(Arnsberg選出)を含む17名

の委員の外に工場主兼商務顧問官 Carl議員 (Potzdam

選出)と商人 Degenkolb議員 (Merseburg 選出)の

2名を専門委員とし,前述の児童労働の状態 に関す る

Harkortの調査資料を参考に政府案を審議している.

結論から言うと,委員会は政府案を採択し本会議に送付

した.その場合,委員会報告から明らかなことは,Rhein

州会で現われたような,児童労働の規制をめぐる経済的

自由 (自由放任原理)との対立問題や国家の個々人の利

害 (児童に対する親権)への干渉資格の有無を問う根本

的論議が提起されなかったことである.抵抗力の弱い工

場児童をもはや成人労働者と同様の自由な行為者とは認

めがたいとする理解が,その底流をなしていた.こうし

た理解は本会議においても再確認されている63).従 っ

て, ｢国家的安寧｣を左右する工場労働者のために道徳

･秩序及び人間的処置を助成すべきとする Heydtの趣

旨説明64)に対して,原則的な賛成があった.それは,文

教委員会の委員長として審議に加わっていた鉱山監督官

Steinbeck議員 (Breslau 選出)や大土地所有者

Cieszkowski議員 (Posen選出)等の本会議での発言内

容が,保護立法による ｢プロレタリア化現象｣-の対抗
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と社会全体の ｢将来的希望｣の確保- 宗教的教育の保

障- の強調にあった65)ことにも表わされている,

だがこうした原則的賛成にも拘らず,委員会には政府

案に対する企業家や自由主義者の批判的反応があった.

その第一は,保護規定自体が当面 ｢必要性の明白な｣工

場地帯に工場監督官を置くということによって工場制度

に限定されていたことにある.農業的利害に基礎を置く

保守的な多数派 (ユンカー層)からは, ｢--農作業 ･

家畜番その他類似の仕事への就学年齢児童の使用を禁ず

る提案｣は当初から反対されていた66).この時,農村で

の児童労働は共同体的擬制の中に包摂され,人間的な状

態が仮定されていた. Harkortの調査資料は,その大

半の部分を工業による人間の心身の損傷という保守派の

批判の-両性に関して充てており,統計的数字を駆使し
●●●●●●●

ながら実証的に反駁している.すなわち工業的な西部諸
●●●■●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
州の救貧費支出が農業的な東部諸州のそれよ りも少 な

く,就学状態 ･道徳性の状態 (私生児出生率からみた)
●●●●●●●●●
も東部に勝っているということである87).しかし本会議

における保守的な多数派の発言内容に照らしてみても,

専ら工場主の非良心と営利欲が非難され,工場児童に問

題を限定させることによってその他の分野への波及は忌

避されている.政策主体の性格からしても法案はもとよ

りこうした保守派の利害には反しえなかった.そのこと

は児童保護による大衆就学の拡充をめく･る異質な社会経

済的基盤に立つ勢力間の対立状態を示している.換言す
●●●●●●●●●●■●●●●●■●●●●●●

ると就学義務徹底化の政策意図の限界がすでに支配層内
●●●●●●●●
部に存在していたのである.

法案に対する第二の批判的反応は特に Degenkolb議

員から示された.自由主義的社会政策家として知られる

C.Degenkolb(1796-1862) 紘,その法案を工場労働

禁止による貧困の増幅を考慮せず児童の学校教育と身体

的発育を過度に重視する一面的立場と捉える68).本会議

においても彼は児童労働の孤立的な禁止が新たな問題発

生の連動となることを指摘し,それにむしろ ｢残酷な人

道｣を兄いだす.この時彼には単なる営利性追求の合理

化ではなく,国家による貧困家庭の救済が不可能に近い

現実にあっては依然として児童の労働力としての必要性

が失われないとする認識があった69).事実,機械制工業

の発展の背後で再編成され実質的に規制の及ばない小規

模営業 ･家内労働分野等は貧困子弟の一層劣悪な最後の

労働場面となり,そこに彼らは大量に沈毅す るので あ

る70). Degenkolbが提示した初期工場法自体のこうし

た限界問題は,社会事業史との関連で改めて言及さるべ

きであって,これ以上立入る余地はない.

ところで上述の委員会での第-の批判的反応- 工場

第3号 1978年9月

制度への問題の限定は,工業代表者の間に ｢工業の諸要

求の軽視｣という反発を惹起している.それは,法案第

4粂- 満14歳までの 7時間労働制と1日3時間の学校

教育- が工場利益を損なうという理由に基づく2件の

法案修正動議となって現われる.一つは Rhein州知事

Kleist-Retzow 議員 (Merseburg選出)の第4条の適

用停止を求める動議であり,他の一つは Carl議員の学

校教育を3時間から2時間に短縮しその残余を労働時間

に充当することを求める動議である71).だがこうした動

議は,政府案以上に工場労働の下限年齢を14歳として推

していた Harkort72)から激しく批判されている.更に

それは司法官試補 P.Reichensperger議員 (K61n選

出)や牧師 Tissen議員 (Aachen選出)等によっても

｢法案の趣旨を理解していない｣と論難され73),結局斥

けられている.その場合,とりわけ Reichenspergerの

反証- ｢青少年の諸能力の保護が大人の労働能力の向

上を期待させる｣74) といういわば教育効率の労働効率へ

の転化の論旨が,決定的に作用していた. また,検 事

K61tz議員 (Merseburg選出)等による7時間労働か

ら6時間労働への制限を求める修正動議75)が採択された

のも,単に成人労働者の12時間労働制に対応させた 6時

間の二交替労働制という便宜上の理由だけでなく,本質

的にReichenspergerの論旨が支持されたからに外なら

ない.技術進歩と生産効率及び実学初歩を含む一定度の
●●●●●●●●●●
組織化された知識体系- 宗教教育に基礎をおく- の

有機的関連性は,ブルジョアジーからも漸く一般的承認

を得ていた.しかも工場制工業における工場児童の存在

はもはや作業工程において重要ではなかった. Heydt

自身が本会議で ｢新規定によって-･-工場での営業状態

が必ずしも甚しく混乱することはないであろう.76)｣と言

明するのもそのためである.

かくして政府案は一部修正 (6時間労働制)を経て,

下院上院いずれにおいても可決され,任意的工場監督制

度を含む 1853年法が成立している (5月16日).このよ

うな法案成立の過程に,大衆就学の政策遂行をめぐるブ

ルジョアジーの対立的立場の基本的な解消と肯定的立場

の構築を認めることができる.

ⅠⅤ 結 語

以上,プロイセン工業化過程における民衆教育の実体

とその政策決定過程の動態の分析という研究史に対する

若干の問題提起の意図を含めて,初期工場法の成立をブ

ルジョアジー関与の視角から検討してきた.この考察に

おいて民衆教育 (政策)に対するブルジョアジーの立場

の移行の様態が一定度解明されえたと思われる.この理
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解を前提に,課題との関連で注目すべき論点を抽出し結

びとしたい.

その第一は,児童労働問題への対応が単にブルジョア

ジ-内部に止まらず,政策主体内部においても異なって

いたことである.前者について言えば,1839年条令の成

立をみた三月前期には Schuchard,Hansemann に代

表される ｢ライン自由派｣それに Harkortという三つ

の立場が構成されている.これらの立場は,従来のいわ

ゆる開明的工場主か否かという単純な分別や人道的要因

の有無だけでは把捉しえない.産業上の立脚基盤と共に

新秩序に組込む民衆の評価ないし秩序意識の違いを根底

に,児童労働問題理解の多元化が導かれてい るのであ

る.1837年の請願にしても Schuchardの代表する工場

制工業批判に基づく昔日の人間性の詣歌と農業的利害と

の調和が推進力であって,保護立法自体はブルジョアジ
●●●●■●■●

ーの主流を形成する Hansemann等の中産身分による民

衆支配という立論に圧倒され形骸化している.それは同

時に就学義務実施- 就学の徹底化- に対する否定的

役割行動を意味していた.また政策主体の側にしても,

文部省-陸軍省対内務省 (-商工省)という政策意図の

未調整ないし対立が存在し,そのことがブルジョアジー

主流に与した形で保護立法を阻害した.

第二は,三月革命期を分岐点とする民衆の反体制化の

動きと生産技術変革の本格的開始という新局面に係わ

る,機械制工業という限定での児童労働の役割転換であ

る.この役割転換を基軸にして,民衆教育の量的質的拡

充問題が産業構造との右横的関連性をもって現われてい

る.政策主体内の政策意図の不離は解消した.1853年法

が商工省によって主導されたという事実は,児童労働問

題が営業政策分野に係わるという所轄上の関係だけでな

く,むしろこの問題の規制を槙梓とした,本格的な工業
●●●●●●●●●●●●●●●
化段階に対応しうる民衆教育政策一初等技術教育の拡充

に方向づけられた-への積極的関与の意欲の表出なので

ある.そのことは支配体制内に割り込んだブルジョアジ

ーの大衆就学に関する従来の役割転換- 肯定的立場の

形成- に連なっている.

第三は,こうした児童労働規制とその内容に関しては

横桟制工業においてすでに不可避とみなされていた事態

が想定され,むしろ保守的体制への内縛の服従倫理と結

合した就学促進の論理が貫流していたことである.それ

は一面としては ｢三月運動｣において児童労働禁止の要

求を媒介に表現された民衆の自立的な教育要求の増大に

対する予防的な政策的対応であった.三月以後の歴史的

与件の下で民衆を同等の体制構成主体たらしめようとす

る Harkortの構想- 資本制的社会関係における上昇

183

可能性の追求- ほ挫折を免れえない.50年代以降,産

業発展と民衆支配に必要な限りでの保守的教育政策推進

-の関与の要請が,ブルジョアジーの支配的傾向として

定着する.Hansemannの立論の基本的意図は継承され

ることになる.周知のプロイセン三条令 (1854年)の容

認77)はその帰結である.従ってこの社会層の就学促進の

論理においてほ, Degenkolbが予見した家内労働分野

等への労働児童の沈毅現象やユンカー的利害の貫徹によ

る就学の実質的な限界の問題は,黙認されざるをえない

のである.このことは同時に名望家支配期における初等

教育政策の限界と矛盾の証左ともみなしうるであろう.
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30)その全文については R.Hoppe:a.a.0･,S.63-
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62)S.B.Bd.I S.204ff.

63)S.B.Bd.3 S.1458.

64)ditto.S.1455f.
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成果の一部である.
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The Establishment of Early Prussian Factory Laws and the
Transformation of the Bourgeoisie' View of Volksbildung

Tatsuo Tsushima, Akita University

The problem and protection of child labor

forms the foundations of popular school attend­

ance. It is necessary for our image of public educ­

ation to take concrete shape in this modern age,

consequently the historical study of this problem

should be important to the study of modern educ­

ation.

This paper treats the problem and its relation

to the bourgeoisie in Prussia-especially legislation

for its protection. The main point is the need to

clarify the phases of thinking, in other words the

"transformation" of that society's ideas regarding

Volksbildung. This is an important step in visualiz­

ing the concrete shape of the processes of form­

ation and development of elementary educational

politics under the rule of the so-called "Germans."

Hasty simplification of the meaning of the term

"bourgeoisie" should be avoided. A "social problem"

did exist, but diversification also existed because

of the different images and values placed on the

word volk. There is a tendency to neglect this

problem when grasping the meaning of "bourgeo­

isie." An examination of this problem leads

naturally to an examination of the theory of

"indoctrination" of this social class. Child labor

problems are useful in considering social and

educational problems together as a whole.

This paper explains the route the bourgeoisie

followed in proceeding from a stand against the

politics of Volksbildung-particularly the politics

of compulsory school attendence and its nature-to

that of recognizing it, including its internal diver-

sification. This process has been clarified by

examining bourgeoisie participation in the early

factory laws-i. e., the Act of 1839, the Act of

1853, and so on.
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